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平成２８年度 周防大島町教育の基本方針 

Ⅰ 周防大島町の教育 

 １ 本町教育の現状と課題 

 本町の教育は、町民の熱意と関係者の努力、地域の強い絆に支えられて、今日

まで歩んできた。しかしながら、我が国における経済の国際化や人口減少などの

影響を受け、地場産業の衰退や少子高齢化等の課題が生じており、本町の重点施

策「定住対策」を視野に入れた教育の在り方を問い直す必要にせまられている。

また、グローバル化や情報化が進展する中で、先を見通すことが困難な状況にな

っている。 

 現行の学習指導要領においては、従前の「生きる力の育成」という根本理念を

そのまま引き継ぎながら、外国語活動の導入や言語活動の重視、理数教育の充実

など、様々な重点施策が取り入れられている。本町においても、児童生徒の実態

と地域社会の現状を見つめ直し、改めて「生きる力の育成」という理念にそった

教育活動を展開する必要がある。 

  

 ２ 基本方針 

 本町教育の推進にあたって、町教育委員会は「自立・協働・創造 ～ふるさとに

誇りがもてる人づくり・地域づくり」を基本目標として定めている。 

 未来の周防大島町を担う子どもたちが、心豊かでたくましく育つように、家庭

や地域と学校の連携を強め、全ての町民が子どもたちの成長を支える仕組みづく

りを推進し、つながりのある地域社会を創造することで、子どもたちの「生きる

力」を育むことが必要である。そこで「生きる力」を自立（自ら生きる力）・協

働（ともに生きる力）・創造（よりよく生きる力）と整理し、純朴・勤勉な町民

性や子どもの教育のためには自己犠牲をも惜しまぬ教育風土を受け継ぎ、現在の

町民の願いを踏まえて、複雑高度な文明社会に立ち向かい、たくましく生きる人

材を育成することが本町教育の基本方針である。過疎化、少子化のすすむ本町で

はあるが、やがてはこのような人材が文化の香り高い島づくり、人づくりに寄与

してくれるものと期待している。 

 このことは、町が掲げるスローガン「元気、にこにこ、安心で２１世紀にはば

たく先進の島」の実現にもつながるものと信じている。 

 

 ３ 基本方針の推進 

 具現化にあたっては、学社融合の姿勢を根底に据え、学校教育、社会教育（家

庭・地域）の分野において、次のような視点から取り組む。 

（１）２１世紀に力強く対応できる資質や能力を身につけた、人間性豊かな人づく

りに努める。 

（２）学校や家庭、地域社会の教育力を生かし、心豊かな町づくりに努める。 

（３）生涯学習、生涯スポーツの振興に努め、元気で明るい町づくりをする。 

（４）教育に重点を置いた町政のもと、将来を見据えた教育環境の整備と有効活用  

に努める。 
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Ⅱ 周防大島町教育の構造 
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自立・協働・創造 
 

～ふるさとに誇りがもてる人づくり・地域づくり～ 

教育の基本方針 

教 育 委 員 会 の 支 援 
・教育環境の整備、有効活用 

・生涯学習、生涯スポーツの振興 

・人権教育の推進 

 

 学 校  

・確かな学力 

・豊かな心 

・健康増進、体力向上 

・信頼される学校 
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・家庭の教育力向上 

 地域社会  
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・生涯学習 
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久賀地区 
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Ⅲ 学校教育の基本方針 

 １ 基本方針 

 学校教育は、知徳体の調和のとれた人格の完成をめざし、平和で民主的な国家

及び社会の形成者の育成を目的としている。この目的達成のためには、基礎的・

基本的な学習内容の定着を図り、学ぶ意欲や向上心等を高めるとともに、感謝の

心や思いやり、困難に負けないたくましい心身の育成など、「生きる力の育成」

が課題となる。 

 そして、この育成にあたっては、学校経営において、教職員の優れた指導力と

保護者・地域との信頼関係という土台をつくること、学校内外の教育資源を積極

的に取り込むこと、小中高の連携など長期的見通しを持つことが必要となる。 

 また、学校経営を充実させるためには、 

 ①学校の実態を踏まえた重点目標の明確化 

 ②全教職員の関与による目標と具体的方策の設定 

 ③自己評価や学校運営協議会等の評価を生かした学校評価・学校改善のＰＤＣ

Ａサイクルにそった経営を進めることが重要である。 

                                  

 ２ 重点施策 

（１）確かな学力の育成 

  〇検証・改善サイクルを生かした児童生徒の学力の確実な定着と向上を図る。 

    ○校内研修の在り方を工夫し、教員の授業力向上を図る。 

  ○減少する児童・生徒の実態を踏まえて、KS 学習や中高一貫教育等の教育活動

の一層の工夫を図る。 

  ○ICT 機器を効果的に活用し、授業改善や学校間交流を進める。 

  ○小学校低学年からの英語教育、中学校の英語検定助成・英語指導・語学留学

等をとおして英語コミュニケーション能力の高い児童生徒の育成を図る。 

○異校種間連携をとおして、学習規律の確立、家庭学習の習慣化に努める。 

  ○地域の人的教育資源を活用し、教育活動の充実を図る。 

 

（２）豊かな心の育成 

○学習指導要領をふまえ、基本的な倫理観や社会性、規範意識などを育むため、   

発達段階に応じた道徳教育を実施する。 

○子どもたち一人ひとりの人権尊重意識を高め、互いの人権を尊重し合う態度  

を育成する。 

○読書活動のさらなる充実を図り、主体的に読書に親しもうとする心を育てる。 

○開発的・予防的な生徒指導に取り組む中で、子どもたち一人ひとりの自己存

在感を高め、「自己指導能力」を育てる。 

〇様々な交流・体験活動の充実を図り、心豊かな子どもを育てる。 
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（３）健康増進、体力向上 

    ○児童・生徒の健康、体力の実態を把握し、向上に向けて計画的な取組を行う。 

  ○体育の授業を充実し、運動する楽しさを味わわせる。 

○１校１取組を生かし、主体的な取組を推進する。 

 

（４）危機管理 

○いじめや不登校、問題行動の未然防止に努めるとともに、必要に応じて関係

機関とも積極的に連携し、早期解決を図る。 

○自然災害や不審者への対応などに向けて、校内体制を整備するとともに、防

災教育の充実を図る。 

○服務規律の確保、綱紀の保持に向けた計画的・継続的な教職員研修を行う。 

○教職員一人ひとりの実態把握に努め、適宜、個に応じて指導をする。 

 

（５）信頼される学校づくり 

  ○コミュニティ・スクール、地域協育ネットの取組を充実させることにより、   

地域とともにある学校づくりを一層推進する。 

  ○情報の発信や共有化による学校と保護者及び地域の信頼関係の醸成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5 

 

Ⅳ 社会教育の基本方針 

 １ 基本方針 

  国際化、情報化や科学技術の進展とそれらと関連した価値観の多様化、また、

環境問題の深刻化、少子高齢化などの社会状況の変化の波は本町にも押し寄せて

いる。近年は、町民個々の学習ニーズも多岐にわたり、また、わが町が長年培っ

てきた家族や地域ぐるみの「共同体に支えられた教育基盤」も変容しつつある。 

  そこで、本町では、人権尊重の理念を基礎として、新たな時代に対応できる人

材育成と、高齢化社会における健康と生きがいづくりに向け、「だれでも、いつ

でも、どこでも」学び、ふれあい、楽しめる社会教育を推進する。 

  加えて、私たちの心の豊かさの源であり、郷土への誇りとなる特色ある文化遺

産の継承と地域文化の創造に努め、本町教育の基本方針である「ふるさとに誇り

がもてる人づくり・地域づくり」の具現化を図りたい。 

 

 ２ 重点施策 

（１）多様なライフスタイルに対応した生涯学習の推進 

  ○多様な学習ニーズにあった学習機会の提供・学習内容の充実 

  ○社会教育施設の活用及び生涯学習情報の提供 

  ○郷土の歴史・芸能・文化の保存・継承と文化活動の推進 

○四境の役１５０周年記念事業の取組 

  ○図書館の利用体制の環境整備と読書活動の奨励 

 

（２）地域教育力活性化の推進 

  〇地域ぐるみで子どもの育ちを支援する「地域協育ネット」の推進 

  ○家庭の教育力を高める学習機会の充実・相談支援体制の整備 

  ○青少年の健全育成に関わる情報の提供、相談体制の整備 

  ○社会教育団体の活性化のための支援 

 

（３）人権教育の推進 

  ○「山口県人権推進指針」の周知 

  ○指導者の育成による地域の人権教育の充実 

  ○「周防大島町人権教育推進大会」の開催 

  ○公民館学級や学校ＰＴＡ研修会における人権学習講座の開催 

 

 

（４）スポーツの振興 

  ○生涯スポーツの普及や地域スポーツ活動の充実 

  ○各種指導員の養成・確保及び研修会の充実 

  ○スポーツ施設の機能向上と利用促進 

  ○学校体育施設開放の促進及び効果的な活用 

  ○総合型地域スポーツクラブの育成 
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Ⅴ 総務の基本方針 

 １ 基本方針 

   学校施設の整備については、本町学校施設整備計画に基づき着実に施設整備

を進め、平成 26 年度末に学校施設耐震化率は 100％に到達している。 

   文部科学省は、非構造部材（吊り天井材・吊りバスケットゴールなど）の早

急な対応についても学校設置者に求めたため、本町では本年度、屋内運動場の

天井等落下防止対策が必要な小学校２棟、中学校１棟の整備を施工する。 

   学校給食については、安全・安心な学校給食の提供を基本理念とし、安全性

への配慮、食育の推進、食材の地産地消などに取り組む。 

   また、学校再編については、昨年度実施したアンケート調査結果に基づき将

来の再編計画を継続して進める。 

 

 ２ 重点施策 

（１）施設の維持修繕 

  ○非構造部材落下防止対策とし、安全性確保のため補修修繕工事を行う。 

   ・屋内運動場天井等落下防止対策工事（３校） 

    久賀中学校、島中小学校、安下庄小学校 

○学校との連絡調整を密に行い、緊急性・必要性の高い施設整備要請について

は、順次修繕等を実施する。 

 

（２）教育施設の整備・充実 

  ○年間計画に基づき、潤いのある快適な教育環境を実現するため、充実した施

設整備を順次行う。 

   ・小学校空調設置工事（２校） 

    明新小学校 森野小学校 

・小学校空調設置工事設計業務（３校） 

久賀小学校 三蒲小学校 油田小学校 

  

（３）小中学校統合問題について 

昨年度、保護者・学校関係者及び生徒を対象として実施されたアンケート調

査結果をもとに、小中学校統合問題について学校運営協議会を通じて協議を進

める。 

 

（４）総合教育会議の開催 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、平成 27 年度に

総合教育会議を設置した。会議では、教育条件整備など重点的に講ずべき施策、

児童、生徒の生命又は身体の保護等緊急の場合に講ずべき措置等を協議する。 

 

（５）新教育委員会制度への移行 

平成 27 年４月１日施行された、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の
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一部を改正する法律附則第２条第１項において、法施行の際、現に在職する教

育長（旧教育長）は、その教育委員会の委員としての任期中に限り、なお従前

の例により在職することとしている。したがって、任期満了日の翌日、平成 28

年 11 月 27 日に教育委員長と教育長を一本化した新「教育長」が設置される。  

 

（６）周防大島町語学留学生派遣事業の実施 

本町と協定を結ぶ山口大学国際総合科学部の協力により、フィリピンセブ島

において、英語の語学力を飛躍的に向上させるため、語学留学生の派遣を行う。 

 

（７）ＩＣＴ教育推進事業の実施 

小学校の情報化教育において、児童が情報化社会でも主体的に対応できるよ

う「情報活用能力」を育成するため、小学校に無線ランや情報端末（タブレッ

ト等）の整備を行う。 

 

 


